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③地方分権改革等

④都市の活力の向上

( 5）国土強靭化 z防災、成長力を強化する公的投資への重点化

①国土強靭化

②防災障滅災

③成長力を強化する公的投資への重点化

5. 安全で安心な暮らしと絶済社会の基盤確保

( 1 ）外交凶安全保障

①外交

②安全保障

( 2）治安、消費者行政

①治安岡司法院危機管理等

②消費者行政

(3）共助社会ョ共生社会づくりに向けた取組

(4）資源 E エネルギー

( 5）地球環境への貢献

(6）統計改革の推進

第3章経漬E財政一体通草の進捗・塗進

1冒経済・財政一体改革の着実な推進

2. 改革に向けた横断的事項

( 1 ）「見えるイ旬、先進・優良事例の全国展開、ワイズ・スペンデイングの推進

①比較可能な「見える化」の徹底・拡大

②先進・優良事例の全国展開の促進、

③ワイズ・スペンディングの徹底

( 2）データプラットフォームの整備を通じたEBPMの推進

( 3）将来見通しの策定、実桁

3.主野、野ごとの改革の恥組

( 1)社会保障

①基本的な考え方

②地域医療構想の実現、医療計画 E 介護側検事業計画の整合的な策定等

③医療費適正化

④健康増進 E 予防の推進等

29 

CO172161
ハイライト表示

CO172161
ハイライト表示





を用いた物流効率化など生産性向上に資するインフラの計画的整備を行う。

5.安全で安心な暮らしと経済社会の基盤確保

( 1 ）外交胃安全保障

①外交

自由、民主主義、基本的人権、 j去の支配などの普遍的価値を共有する国々 と連携し、

国際社会の平和と繁栄をリードするとともに、世界で保護主義や内向き傾向カ河童まる中

で、これらの普遍的価値と自由で公正な高い水準の貿易 z投資ルールを世界に広めてい

くため、政治基盤が安定した我が国こそが、国際社会で主導的な役割を果たしていかな

ければならない。日米同盟の強化、近隣諸国との関係強化、経済外交の強化という三本
ふかん

柱を軸として、地球儀を術撤する視点からソフトパワーも活用して戦略的な外交を強力

に展開する。特に、 「自由で開かれたインド太平洋耳郊各J苅の具体化、在外邦人・在外公

館等の安全対策の強化、我が国の安全保障やテロ対策等に係る情報収集・分析機能の強

化、戦略的対外発信、とりわけ米新政権下での草の根レベルからの日米関係強化の取組、

親日派 E 知日派の育成、企業等の海外展開の支援、中南米等の日制土会との連携強化等

に積極的に取り組む。また、持続可能な開発目標（SDGs ）実施指針 77に基づく白内

施策や国際協力を含めた総合的な恥畑、第6聞アフリ力開発会議の成果を踏まえた農業同

保健分野等のアフリ力諸国支援、地球環境への貢献など、ク、ローバルな課題の解決に向

けた取組を推進する。あわせて、主要国の取組や、国際連合で設定された開発協力資金

の目標に及！まない現状等を踏まえ、人的体制や在外公館の整備等を含む外交実施体制の

整備を推進し、国際機関及びOD Aの適正田効辱的かっ戦略的活用とODAを通じた開

発協力の強化を図ることで、給T合的外交力を高めていく。

②安全保障

北朝鮮の核開ミサイル開発が新たな段階の脅威となるなど厳しさを増す安全保障景境

を踏まえ、国家安全保障会議（NSC）の司令E樹幾能を強化するとともに、政府全体と

して、｛育報機能、危機管理機能苅を含め、外交力、防衛力等を大幅に強化し、戦略的かっ

体系的な政策を推進する。「国家安全保障尊細書」刊を踏まえ、国際協調主義に基づく積極

的平和主義の立場から、日米同盟を基軸としつつ、各国との協力関係を拡大＝深化させ

るとともに、「平成26年度以降に係る防衛計画の大綱j80及び「中期防衛力整備計画j81 

に基づき、実効11・生の高い統合機動防衛力を効率的に整備する。その際、弾道ミサイル対

m自由で開かれたインド太平洋を介してアジアとアフリカ防車倍性を向上させ、全性す或全体t安定と繁栄をも巴韮する新た

なタ校制告として宅成28年日月幻日に量結総理が発走
77 「持続可能な開発目標（SDGs）実樹齢十j （宅成沼年12月2日持続可能f減税目標（SDGs）描基本者投泊

m全国聞東時警報システム (Jアラ」ト）による情報伝達を含む。

"' 「国家安全店舗蜘各J （平成お年12月17日閣議決定）
., 「平成Zn年度bI嘩と係る妨衛計官恥鳩司」 （平成20年12月17日閣議決定ヨ

必 「中期般精力整備計画（平成2E年度ι 平成初年駒」 （平成25年12月17日閣議決お
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処能力の総合的な向上、人事制度改革の着実な推進、戦略的研究開発及び防衛生産ョ技

術基盤の強化、諸外国との装備・技術協力等の推進、在日米軍再編及び基地対策の推進

を図る。また、海洋、宇宙空間及びサイバー空間における「法の支配Jの強化を含む対

応を進めるとともに、海洋に関する事象を効果的に把握する休帝ljの確立や領海警備・海

洋監視凶海洋調査等の強化位、国境離島の保全 E 地域社会の維持等に取り組む。

(2）治安、消費者行政

①治安・司法・危機管理等

良好な治安を確保するため、サイバ－J間程＝サイバー攻撃対策、水際対策を含めたテ

口対策や組側E罪対策、カウンターインテリジ工ンス機能の強化、密輸対策、保護観察

の体制整備を含む薬物対策、性犯罪、ストー力一、配偶者暴力、若年層に対する性的な

暴力、特F結午欺等への対策、不法滞在対策等を推進するとともに、再犯防止対策につい

て、本年中に策定予定の推進計画幻に基づき、起E附茜予者等に対する社会復帰支援、受

刑者等に対する教育・職業訓練の充実、刑務所出所者等に対する就労支援、矯正胞設の

E景境整備、更生保護サポートセンターの拡充を合制呆護司障協力雇用主圃更生保護施設

の活動支援、自治体との連携等を推進するへまた、治安や海上保安、司法分野の人的 E

物的基盤や国際的ネットワークの強化を図る。

日本型司法制度の強み等を重要なソフトパワーとし、コングレス 2020部開催に向け、

号法分野における国内外の取組を総合的 E 戦略的に推進する。

あわせて、総合法律支援など頼りがいのある司法の確保や、スポーツ事案を含めた国

際仲裁の活性化に向けた基盤整備のための取絶、法科大学院改革の推進、法教育の推進、

予防司法機能の全国規模での充実、へイトスピーチやインターネット上の人権侵害の解

消に向けた取組、死因究明体制の強化、犯罪被害者等支援のための施策の充実、高齢運

転者対策などの交通安全対策等を進める。また、感染症対策について、医薬品の開発・

備蓄、国際桝且みや研究機能の強化、ワンヘルスの視点おに基づく薬剤耐性対策等に取

り組む。

②消費者行政

消費者の安全・安心を確保するため、消費者事故等の・t'青報収集・分析強化と発生網拡

大防止、悪質事案においても確実に被害の回復を図る取組、消費者教育や消費者志向経

営の促進、高齢者等の見守りネットワーク構築等を図る 87。

"" 「海上保安体制3創七と関する方量打 （平成28年12月21日海上保安体制強化に関する関係羽僚会議決お
., 「：南Bo;防止等明伝量に関する法律」 何Z戒28年法律第！C4号）に基づき策定される「開E防止長銭計画」。

84 「『世界一安全な日本』着脱単知的 （平成25年12月10日閣議決お
"' 2C20年（宅成32年）に日木で闘憧される「思鶴E罪防止刑事司法会説。
S ヒト、費出払環境等庇糠険相互作用で生じる感染症対策を行うにあたり、各衛生；部門等の関係者お醸し、 体と

なって対応する考え方。
87 f消費者主将十郎 （平成27年3J!24日閣議決信
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